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第2 章 事業所調査の集計結果 

1. 回答事業所の概要 

 

1.1. 主要事業内容別構成【第1表】 

 

○全事業所における主要事業内容別構成については「卸売・小売業」が16.0％で最も多く、以下、「サービス業」

が15.4％、「医療、福祉」が15.3％と続いている。 

 

1.2. 常用労働者数規模別構成【第6表】 

 
○全事業所における常用労働者数規模別構成ついては、全常用労働者数は「30～99人」が44.9％で最も多く、以

下、「100～299人」が23.5％、「1000人以上」が11.8％と続いている。また、「100人未満」規模事業所が51.2％

で、「500人以上」は17.9％となっている。 

6.3

9.3

8.9

7.0

16.0

3.2

2.1

2.1

15.3

5.7

15.4

8.2

0.6

8.2

11.6

9.1

5.0

11.9

2.4

1.4

2.4

18.5

7.3

15.2

4.4

2.6

0% 10% 20%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店、宿泊業

医療、福祉

教育、学習支援業

サービス業

その他

無回答

主要事業内容別構成

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)

7.6

6.3

42.0

44.9

23.5

23.5

6.9

6.4

5.9

6.1

11.3

11.8

2.6

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=723)

令和５年度 全体(n=719)

常用労働者数規模別構成

29人以下 30～99人 100～299人 300～499人

500～999人 1000人以上 無回答
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1.3. 主要事業内容別構成（契約社員及び無期転換社員雇用事業所）【第2・4表】 

弁 

○契約社員雇用事業所における主要事業内容別構成については、「サービス業」が 19.7％で最も多く、以下、「医

療、福祉」が15.9％、「卸売・小売業」が 12.6％、「情報通信業」が10.4％と続いている。 

○無期転換社員雇用事業所における主要事業内容別構成については、「サービス業」が22.0％で最も多く、以下、

「医療、福祉」、「その他」が11.9％、「情報通信業」、「卸売・小売業」が11.0％と続いている。 

 

5.5

7.1

10.4

5.2

12.6

3.2

1.6

1.3

15.9

8.1

19.7

9.4

0.0

3.7

5.5

11.0

6.4

11.0

6.4

0.0

0.9

11.9

8.3

22.0

11.9

0.9

5.8

11.0

12.5

6.4

13.1

1.8

1.8

1.2

12.8

9.2

17.1

5.2

1.8

3.4

10.1

10.1

5.9

13.4

0.8

1.7

0.8

16.0

10.1

19.3

7.6

0.8

0% 10% 20% 30%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店、宿泊業

医療、福祉

教育、学習支援業

サービス業

その他

無回答

主要事業内容別構成（契約社員及び無期転換社員雇用事業所）

令和５年度 契約社員(n=309)

令和５年度 無期転換社員(n=109)

令和元年度 契約社員(n=327)

令和元年度 無期転換社員(n=119)
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1.4. 常用労働者数規模別構成（契約社員雇用事業所）【第7表】 

 

○契約社員雇用事業所における常用労働者数規模別構成については、「30～99人」が37.9％で最も多く、以下、

「100～299人」が26.9％、「1000人以上」が 14.6％、「500～999人」が8.7％と続いている。 

 

 

1.5. 常用労働者数規模別構成（無期転換社員雇用事業所）【第 9表】 

 

 

○無期転換社員雇用事業所における常用労働者数規模別構成については、「30～99人」が32.1％で最も多く、以

下、「100～299人」が28.4％、「1000人以上」が22.0％、「500～999人」が8.3％と続いている。 

 

4.3

2.9

32.7

37.9

31.2

26.9

8.9

8.1

8.3

8.7

14.1

14.6

0.6

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=327)

令和５年度 全体(n=309)

契約社員雇用事業所における常用労働者数規模別構成

29人以下 30～99人 100～299人 300～499人

500～999人 1000人以上 無回答

3.4

1.8

18.5

32.1

35.3

28.4

12.6

5.5

10.1

8.3

19.3

22.0

0.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度 全体(n=119)

令和５年度 全体(n=109)

無期転換社員雇用事業所における常用労働者数規模別構成

29人以下 30～99人 100～299人 300～499人

500～999人 1000人以上 無回答
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1.6. 過去3年間の採用者数 正社員【第11表】 

 
○全事業所において、過去3年間で採用した正社員数は、「10人未満」が30.7％で最も多く、「10人以上30人未

満」が27.8％となっている。 

 

1.7. 過去3年間の採用者数 契約社員【第 14表】 

 

○全事業所において、過去 3 年間で採用した契約社員数は、「採用なし」が 49.7％で最も多く、「10 人未満」が

24.3％となっている。 

 

 

8.1

30.7

27.8

11.0

6.7

7.9

1.8

2.9

3.1

5.5

30.3

27.8

8.6

8.7

8.4

1.8

2.5

6.4

0% 10% 20% 30% 40%

採用なし

10人未満

10人以上30人未満

30人以上50人未満

50人以上100人未満

100人以上300人未満

300人以上500人未満

500人以上

無回答

過去３年間の正社員採用者数

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)

49.7

24.3

10.8

2.6

3.2

2.8

0.6

1.0

5.0

38.0

23.5

11.6

4.4

5.1

2.9

0.4

0.8

13.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

採用なし

10人未満

10人以上30人未満

30人以上50人未満

50人以上100人未満

100人以上300人未満

300人以上500人未満

500人以上

無回答

過去３年間の契約社員採用者数

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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1.8. 過去3年間の採用者数 正社員・契約社員比率【第11・14表】 

 

○全事業所における過去 3 年間の正社員と契約社員の採用数の合計を 100 としてその比率を見ると、正社員が

66.2％、契約社員が33.8％となっている。 

○主要事業内容別に見ると、正社員の採用割合は、「不動産業」72.2％、「建設業」71.2％、「運輸業」70.8％で高

くなっている。一方、契約社員の採用割合は「教育、学習支援業」42.2％、「サービス業」40.5％、「金融・保険

業」40.0％で高くなっている。 

 

66.2

71.2

69.3

64.9

70.8

70.7

60.0

72.2

64.3

69.2

57.8

59.5

63.3

33.8

28.8

30.7

35.1

29.2

29.3

40.0

27.8

35.7

30.8

42.2

40.5

36.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=965)

建設業 (n=59)

製造業 (n=88)

情報通信業 (n=94)

運輸業 (n=65)

卸売・小売業 (n=147)

金融・保険業 (n=30)

不動産業 (n=18)

飲食店、宿泊業 (n=14)

医療、福祉 (n=146)

教育、学習支援業 (n=64)

サービス業 (n=158)

その他 (n=79)

過去３年間の採用者数（正社員・契約社員比率）

正社員 契約社員
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1.9. 労働組合の有無【第17表】 

 

○労働組合の有無については、「あり」が 22.5％、「なし」が76.4％となっている。 

 

 

○企業規模別にみると、労働組合が「あり」とした事業所の割合は、「29人以下」規模事業所では 11.1％である

が、規模が大きくなるにつれて上昇し、「1000人以上」規模事業所では69.4％となっている。 

23.0

22.5

73.9

76.4

3.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度 全体(n=723)

令和５年度 全体(n=719)

労働組合の有無

あり なし 無回答

22.5

11.1

12.4

21.3

19.6

29.5

69.4

76.4

88.9

86.1

77.5

80.4

70.5

29.4

1.1

0.0

1.5

1.2

0.0

0.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

29人以下

30～99人

100～299人

300～499人

500～999人

1000人以上

＜企業規模別＞労働組合の有無

あり なし 無回答
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2. 就業形態別従業者数【第22・26 表】 

 

○就業形態別の従業員の割合は、「正社員」が57.5％で最も多く、以下、「有期パートタイマー」が17.1％、「派

遣労働者」が5.9％、「嘱託社員」が4.9％と続いている。 

 

66.1

57.5

5.9

4.8

1.0

1.4

14.0

17.1

3.3

4.8

2.9

4.9

5.9

5.9

1.0

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=124,115)

令和５年度 全体(n=103,111)

就業形態別従業者数

正社員 契約社員 無期転換社員 有期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 無期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 嘱託社員 派遣労働者 その他
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○各就業形態別にその割合が高い業種は以下となっている。 

 正社員 契約社員 無期転換社員 有期パートタイマー 

1位 不動産業（80.6％） 飲食店、宿泊業（8.8％） サービス業（3.3％） 飲食店、宿泊業（37.9％） 

2位 情報通信業（80.4％） 教育、学習支援業（8.3％） 運輸業（2.2％） その他（28.5％） 

3位 製造業（74.9％） サービス業（7.9％） 金融・保険業（1.8％） サービス業（26.4％） 

 

 無期パートタイマー 嘱託社員 派遣労働者 

1位 飲食店、宿泊業（10.6％） サービス業（13.5％） 建設業（21.9％） 

2位 その他（9.9％） 運輸業（5.1％） その他（10.1％） 

3位 医療、福祉（7.1％） 不動産業、建設業（4.9％） 製造業（9.6％） 

 

57.5

65.1

74.9

80.4

64.4

64.7

72.8

80.6

40.0

58.3

53.1

37.8

40.2

4.8

2.5

2.2

6.0

2.2

3.5

5.7

2.1

8.8

4.0

8.3

7.9

5.0

1.4

0.2

0.1

0.6

2.2

1.1

1.8

0.0

0.8

0.8

0.3

3.3

1.4

17.1

3.6

5.0

1.6

6.2

19.0

0.7

9.3

37.9

23.3

18.2

26.4

28.5

4.8

0.7

4.3

0.1

1.0

6.2

0.8

0.8

10.6

7.1

3.1

5.1

9.9

4.9

4.9

2.6

1.6

5.1

2.3

4.3

4.9

0.5

1.5

1.6

13.5

1.9

5.9

21.9

9.6

7.0

3.0

2.0

3.1

2.0

1.3

2.4

3.0

4.3

10.1

3.7

1.1

1.3

2.6

15.9

1.2

10.9

0.3

0.0

2.6

12.5

1.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=103,111)

建設業(n=6,608)

製造業(n=10,305)

情報通信業(n=6,143)

運輸業(n=8,568)

卸売・小売業(n=17,426)

金融・保険業(n=1,505)

不動産業(n=2,130)

飲食店、宿泊業(n=1,052)

医療、福祉(n=10,819)

教育、学習支援業(n=5,960)

サービス業(n=21,146)

その他(n=11,092)

就業形態別従業者数（主要事業内容別）

正社員 契約社員 無期転換社員 有期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 無期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 嘱託社員 派遣労働者 その他
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○各就業形態別にその割合が高い全常用労働者数は以下となっている。 

 正社員 契約社員 無期転換社員 有期パートタイマー 

1位 30～99人 男性（73.6％） 100～299人 男性（6.6％） 500～999人 女性（2.8％） 29人以下 女性（33.6％） 

2位 300～499人 男性（71.9％） 1000人以上 女性（5.9％） 1000人以上 男性（2.8％） 1000人以上 女性（27.1％） 

3位 100～299人 男性（69.2％） 300～499人 男性（5.8％） 1000人以上 女性（1.4％） 300～499人 女性（25.3％） 

 

 無期パートタイマー 嘱託社員 派遣労働者 

1位 29人以下 女性（17.2％） 1000人以上 男性（12.2％） 300～499人 女性（18.2％） 

2位 29人以下 男性（11.2％） 100～299人 男性（4.8％） 29人以下 女性（13.4％） 

3位 500～999人 男性（8.7％） 500～999人 男性（4.1％） 1000人以上 女性（11.6％） 

 

64.0

48.7

62.0

27.6

73.6

55.1

69.2

52.1

71.9

43.8

59.6

52.7

54.7

44.7

4.5

5.3

3.5

2.3

4.3

5.0

6.6

5.7

5.8

3.2

2.3

5.1

2.9

5.9

1.5

1.2

0.3

0.1

0.5

0.6

1.2

1.2

0.2

0.3

1.2

2.8

2.8

1.4

11.5

24.6

13.3

33.6

6.7

21.7

7.4

23.6

10.9

25.3

13.2

20.7

16.7

27.1

3.5

6.5

11.2

17.2

4.4

8.6

2.6

7.6

4.5

8.4

8.7

8.1

1.1

3.4

6.8

2.2

2.6

0.5

3.9

1.3

4.8

1.5

3.8

0.8

4.1

1.5

12.2

4.0

3.4

9.2

5.4

13.4

2.2

3.8

1.9

5.6

2.7

18.2

2.0

6.9

6.0

11.6

4.8

2.3

1.7

5.2

4.4

3.9

6.4

2.7

0.1

0.0

8.9

2.2

3.6

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(n=58,945)

女性(n=44,166)

29人以下男性(n=573)

29人以下女性(n=732)

30～99人男性(n=9,949)

30～99人女性(n=8,009)

100～299人男性(n=15,003)

100～299人女性(n=10,221)

300～499人男性(n=5,757)

300～499人女性(n=5,257)

500～999人男性(n=7,881)

500～999人女性(n=3,739)

1000人以上男性(n=19,374)

1000人以上女性(n=16,028)

就業形態別従業者数（男女別、全常用労働者数別）

正社員 契約社員 無期転換社員 有期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 無期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 嘱託社員 派遣労働者 その他
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3. 労働条件の明示方法 

3.1. 労働条件の明示状況【第30表】 

 
○労働条件の明示状況としては、「明示している」が98.1％を占めている。 

 

  

98.1

96.6

0.0

0.0

0.6

0.3

1.3

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

労働条件の明示状況

明示している 明示していない 口頭のみ 無回答
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3.2. 労働条件の明示手段（複数回答可）【第31表】 

※SNSとは、LINEやFacebook等のメッセージ機能のことを示す 

 

○労働条件の明示手段としては、「書面にて（手渡し又は郵送）」が最も多く、93.7％となっている。 

 

3.3. 労働条件の明示形式（複数回答可）【第32表】 

 

○労働条件の明示形式としては、「雇用契約書」が81.2％で最も多く、以下、「労働条件通知書」が54.8％、「就

業規則の明示または交付」が29.4％と続いている。 

 

 

93.7%

6.9%

0.3%

6.9%

0.7%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

書面にて（手渡し又は郵送）

電子メール

※SNS

専用WEB

その他

無回答

労働条件の明示手段

令和５年度 全体(n=303)

54.8

81.2

29.4

2.0

0.3

51.6

80.7

32.9

0.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

労働条件通知書

雇用契約書

就業規則の明示又は交付

その他

無回答

労働条件の明示形式

令和５年度 全体(n=303)

令和元年度 全体(n=316)
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4. 労働契約の期間に関する事項 

4.1. 労働契約期間の設定【第33表】 

 

○労働契約期間の設定としては、「全員一律に定めている」が60.8％で最も多く、以下、「契約社員ごとに

違う」が30.7％、「職種ごとに一律」が5.8％と続いている。 

 

 

4.2. 労働契約期間【第34表】 

 

○契約期間としては、「1年」が72.2％と最も多くなっている。 

  

60.8

54.7

5.8

5.5

30.7

36.4

2.6

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

労働契約期間の設定

全員一律に定めている 職種ごとに一律 契約社員ごとに違う 無回答

0.3

1.6

4.5

9.5

11.3

10.8

72.2

70.9

2.3

2.5

4.5

2.8

4.9

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

労働契約期間

3か月未満 3か月以上6か月未満 6か月以上12か月未満

1年 1年超3年以下 3年超

無回答
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4.3. 更新回数や通算勤続年数の上限設定（複数回答可）【第35表】 

 

○更新回数や通算勤続年数の上限設定については、「設定していない」が77.7％で最も多く、以下、「通算

勤続年数に上限を設定している」が10.4％、「更新回数に上限を設定している」が7.8％と続いている。 

 

 

○企業規模別に見ると、全ての企業規模において「設定していない」が最も多くなっており、「30～99人」、

「300～499人」の規模事業所では 8割以上となっている。一方、「1000人以上」の規模事業所では 6割半

ばと低くなっている。 

  

77.7

10.4

7.8

6.8

72.2

18.3

9.2

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

設定していない

通算勤続年数に上

限を設定している

更新回数に上限を

設定している

無回答

更新回数や通算勤続年数の上限設定

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

77.7

77.8

81.2

75.9

88.0

77.8

64.4

0% 50% 100%

全体(309)

29人以下(9)

30～99人(117)

100～299人(83)

300～499人(25)

500～999人(27)

1000人以上(45)

設定していない

ｎ
7.8

11.1

4.3

10.8

0.0

7.4

15.6

0% 50% 100%

更新回数に上限を設

定している

10.4

11.1

3.4

13.3

12.0

18.5

17.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通算勤続年数に上限

を設定している
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4.4. 更新回数の上限設定【第36表】 

 

○更新回数の上限については、「4回」及び「5回」が共に25.0％で最も多く、以下、「2回」が20.8％、「3

回」が12.5％と続いている。 

 

 

4.5. 通算勤続年数の上限設定【第37表】 

 

○通算勤続年数の上限については、「5年」が75.0％で最も多く、以下、「3年」が15.6％と続いている。 

 

8.3

0.0

4.2

3.3

20.8

26.7

12.5

10.0

25.0

46.7

25.0

6.7

0.0

0.0

4.2

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=24)

令和元年度 全体(n=30)

更新回数の上限

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回以上 無回答

1.7

3.1

1.7

3.1

23.3

15.6

1.7

3.1

68.3

75.0

3.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=60)

令和５年度 全体(n=32)

通算勤続年数の上限

1年 2年 3年 4年 5年 無回答
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4.6. 更新回数又は通算勤続年数の上限設定の形式【第38表】 

○労働契約を締結する際に、更新回数又は通算勤続年数の上限についてどのような形式で定めているかを聞いた

ところ、「雇用契約書で定めている」及び「就業規則で定めている」が31.3％と最も多く、「労働条件通知書で定

めている」が16.7％と続いている。 

 

4.7. 更新の有無の明示状況【第39表】 

 

○労働契約を締結する際に、更新の有無について書面による明示を行っているかを聞いたところ、「明示し

ている」が91.7％を占め、「明示していない」が8.3％となっている。  

91.7 8.3 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=48)

更新の有無についての書面明示の状況

明示している 明示していない 無回答

16.7 31.3 31.3 8.3 12.5 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=48)

更新回数又は通算勤続年数の上限設定の形式

労働条件通知書で定めている 雇用契約書で定めている

就業規則で定めている 定めはないが慣行となっている

その他 無回答
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4.8. 更新の基準の明示状況【第40表】 

 

○労働契約を締結する際に、契約更新の基準について書面による明示を行っているかを聞いたところ、「明示して

いる」が83.3％を占め、「明示していない」が16.7％となっている。 

 

4.9. 更新回数又は通算勤続年数の上限について【第41表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○更新回数又は通算勤続年数の上限について明示を行っているかを聞いたところ、「明示している」が 81.3％を

占め、「明示していない」が 18.8％となっている。 

 

5. 正社員への転換 

5.1. 契約社員から正社員への転換制度の有無【第42表】 

 

○契約社員から正社員への転換制度の有無については、「転換制度がある」が70.2％、「転換制度はない」が27.8％

となっている。 

 

83.3 16.7 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=48)

更新の基準についての書面明示の状況

明示している 明示していない 無回答

70.2

62.7

27.8

33.6

1.9

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

契約社員から正社員への転換制度の有無

転換制度がある 転換制度はない 無回答

81.3 18.8 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=48)

更新回数又は通算勤続年数の上限について明示

明示している 明示していない 無回答
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5.2. 過去3年間における正社員への転換実績【第43表】 

 

○過去３年間における契約社員の正社員への転換実績については、「ある」が50.8％、「ない」が46.9％となって

いる。 

 

5.3. 正社員転換までの期間【第44表】 

 

○転換実績があるとした事業所に契約社員として採用してから正社員に転換するまでの期間を聞いたところ、「1

年以上3年未満」が44.6％で最も多く、以下、「3年以上5年未満」が22.3％、「1年未満」が16.6％と続いてい

る。 

 

50.8

50.8

46.9

39.8

2.3

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

過去３年間における正社員への転換実績

ある ない 無回答

16.6

15.7

44.6

47.0

22.3

18.7

15.3

15.7

1.3

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=157)

令和元年度 全体(n=166)

正社員転換までの期間

1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上 無回答
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6. 契約社員の雇止め 

6.1. 雇止めの有無（過去3年間）【第45表】 

 

○過去３年間における契約社員の雇止めの有無については、「ない」が79.9％を占め、「ある」が14.9％、「わか

らない」が2.9％となっている。 

 

6.2. 雇止め時における予告の有無（1年を超えて継続雇用している、又は3回以上契約更新している人）【第46表】 

 

○雇止め時における予告の有無については、「雇止めを行ったことがある」と回答のあった事業所 46社のうち40

社（87.0）％が「予告している」としている。 

 

14.9

18.7

79.9

74.6

2.9

2.4

2.3

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

雇止めの有無（過去３年間）

ある ない わからない 無回答

87.0

0.0

13.0 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=46)

雇止め予告の有無

予告している 予告していない 該当がない 無回答
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6.3. 更新しない理由の説明【第47表】 

 

○更新しない理由の説明については、「雇止めを行ったことがある」と回答のあった事業所 46社すべてが「説明

している」としている。 

 

6.4. 雇止めに伴うトラブルの有無【第48表】 

 

○雇止めに伴うトラブルの有無については、「なかった」が73.9％を占め、「あった」が15.2％、「わからない」

が10.9％となっている。 

 

 

100.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=46)

更新しない理由の説明

説明している 説明していない 無回答

15.2 73.9 10.9 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=46)

雇止めに伴うトラブルの有無

あった なかった わからない 無回答
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7. 契約期間途中の契約解除（中途解約） 

7.1. 中途解約の有無（過去3年間）【第49表】 

 

○過去３年間の中途解約の有無については、「ない」が91.6％を占め、以下、「ある」が3.9％、「わからない」が

2.6％と続いている。 

 

7.2. 中途解約時の対応（複数回答可）【第50表】 

 

○中途解約時の対応については、「解雇予告手当の支払い」が 50.0％で最も多く、以下、「特に何もしなかった」

が25.0％、「残期間の賃金の全額補償」が 16.7％と続いている。 

3.9

8.6

91.6

85.3

2.6

2.1

1.9

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

中途解約の有無

ある ない わからない 無回答

25.0

50.0

16.7

0.0

8.3

0.0

42.9

32.1

10.7

14.3

17.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特に何もしなかった

解雇予告手当の支払い

残期間の賃金の全額補償

残期間の休業手当（平均賃

金の6割以上）の支払い

その他

無回答

中途解約時の対応

令和５年度 全体(n=12)

令和元年度 全体(n=28)
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8. 契約社員からの契約期間途中での退職の申し出 

8.1. 契約期間途中での退職申し出の有無（過去3年間）【第51表】 

 

○過去３年間の契約期間途中での退職申し出の有無については、「ある」が53.7％、「ない」が42.1％となってい

る。 

 

8.2. 申し出を受けた際の対応（複数回答可）【第52表】 

 

○申し出を受けた際の対応としては、「申し出どおりに認めた」が73.5％と最も多く、以下、「退職日等を協議し

たうえで、認めた」が45.8％、「認めなかったが、労働者が退職を強行した」が0.6％と続いている。 

61.5

53.7

33.9

42.1

0.6

1.9

4.0

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=327)

令和５年度 全体(n=309)

契約期間途中での退職申し出の有無

ある ない わからない 無回答

73.5

45.8

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

85.6

39.8

1.5

0.5

0.0

0.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

申し出どおりに認めた

退職日等を協議したうえで、認めた

認めなかったが、労働者が退職を強行した

認めず、期間満了まで働いてもらった

損害賠償を請求した

その他

無回答

申し出を受けた際の対応

令和５年度 全体(n=166)

令和元年度 全体(n=201)
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9. 契約社員の育児休業及び介護休業 

9.1. 育児休業を取得した契約社員の有無（過去3年間）【第53表】 

 

○過去３年間における育児休業の取得状況については、「いない」が72.5％を占め、「いる」が23.6％となってい

る。 

 

 

9.2. 介護休業を取得した契約社員の有無（過去3年間）【第55表】 

 

○過去３年間における介護休業の取得状況については、「いない」が91.9％を占め、「いる」が2.9％となってい

る。 

 

 

22.0

23.6

73.4

72.5

1.2

2.3

3.4

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=327)

令和５年度 全体(n=309)

過去３年間における育児休業の取得状況

いる いない わからない 無回答

4.0

2.9

88.4

91.9

1.5

3.2

6.1

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=327)

令和５年度 全体(n=309)

過去３年間における介護休業の取得状況

いる いない わからない 無回答
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10. 研修（教育訓練）制度 

10.1. 研修等の実施時期（複数回答可）【第57表】 

 

○契約社員に対する研修等の実施時期については、「契約途中に実施」が56.0％で最も多く、以下、「採用時に実

施」が50.8％、「実施していない」が16.5％と続いている。 

 

10.2. 研修の実施方法（複数回答可）【第58表】 

 

○研修を実施している事業所における研修の実施方法については、「社内の OJT」が 91.1％で最も多く、以下、

「社内のoff-JT」が33.3％、「外部の研修に参加」が20.5％と続いている。 

 

50.8

56.0

16.5

1.6

53.2

45.0

19.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

採用時に実施

契約途中に実施

実施していない

無回答

研修等の実施時期

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

33.3

91.1

20.5

5.8

1.9

36.5

90.1

29.0

3.2

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社内のoff-JT

社内のOJT

外部の研修に参加

その他

無回答

研修の実施方法

令和５年度 全体(n=258)

令和元年度 全体(n=252)
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10.3. 研修の実施内容（複数回答可）【第59表】 

 

○研修を実施している事業所の研修内容については、「担当業務に関する専門的技術・知識」が 88.8％で最も多

く、以下、「一般常識・マナー」が38.8％、「パソコン・OA機器操作」が34.5％と続いている。 

 

11. リスキリングへの取り組み 

11.1. リスキリングの取組状況【第60表】 

 

○リスキリング取組状況については、「取り組んでいない」が 61.8％で最も多く、以下、「取り組んでいる」が

24.3％、「準備・検討段階である」が 12.6％と続いている。 

88.8

34.5

38.8

23.3

10.1

12.4

1.9

91.7

29.8

43.3

21.8

6.0

12.7

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

担当業務に関する専門的技術・知識

パソコン・OA機器操作

一般常識・マナー

担当業務以外の仕事の幅を

広げるための知識・技術

マネジメントに関する知識

その他

無回答

研修の実施内容

令和５年度 全体(n=258)

令和元年度 全体(n=252)

24.3 12.6 61.8 1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

リスキリング取組状況

取り組んでいる 準備・検討段階である 取り組んでいない 無回答
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11.2. リスキリング対象従業員の就業形態【第61表】 

 

○リスキリング対象従業員の就業形態については、「正社員及び契約社員」が62.3％で最も多く、以下、「正社員

のみ」が25.4％、「その他」が11.4％と続いている。 

 

11.3. リスキリングの内容（複数回答可）【第62表】 

 

○リスキリングの内容については、「ITリテラシー」、「マネジメント」が42.1％と同率で最も多く、以下、「コミ

ュニケーション」が39.5％と続いている。 

 

25.4 62.3 11.4 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=114)

リスキリング対象従業員の就業形態

正社員のみ 正社員及び契約社員 その他 無回答

42.1

42.1

39.5

36.0

17.5

16.7

15.8

15.8

28.9

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ITリテラシー

マネジメント

コミュニケーション

情報セキュリティー

プログラミング

データ分析

マーケティング

英語

その他

無回答

リスキリングの内容

令和５年度 全体(n=114)
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11.4. リスキリングの方法（複数回答可）【第63表】 

○リスキリングの方法については「オンライン（動画を含む）研修」が62.3％で最も多く、以下、「社内講座」が

55.3％、「eラーニング研修」が51.8％と続いている。 

 

12. 「パートタイム・有期雇用労働法」への対応 

12.1. 同一労働同一賃金への対応状況【第64表】 

 

○同一労働同一賃金（「均衡待遇」及び「均等待遇」）への対応状況については、「既に対応済」が57.6％で最も多

く、以下、「対応した部分もあるが、対応していない部分もある」が 19.1％、「未定・わからない」が10.4％と続

いている。 

  

62.3

55.3

51.8

42.1

32.5

6.1

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

オンライン（動画を含む）研修

社内講座

eラーニング研修

社外講座

書籍・通信教材

その他

無回答

リスキリングの方法

令和５年度 全体(n=114)

57.6

16.8

19.1

17.4

4.9

38.5

6.5

9.5

10.4

14.1

1.6

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=309)

令和元年度 全体(n=327)

同一労働同一賃金への対応状況

既に対応済

対応した部分もあるが、対応していない部分もある

対応に向けて検討中

検討していない（現状維持）

未定・わからない

無回答



29 

 

12.2. 対応理由（複数回答可）【第65表】 

 

○対応理由については、「職務内容が同じだから」が46.4％で最も多く、以下、「勤務時間や勤務日数が同じだか

ら」が34.5％、「職務内容等の違いに比べて、労働条件の差が大きいから」が26.6％と続いている。 

  

46.4

34.5

26.6

19.8

6.7

6.3

9.9

6.0

45.8

37.8

28.2

16.4

2.5

3.8

13.4

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職務内容が同じだから

勤務時間や勤務日数

が同じだから

職務内容等の違いに比べて、

労働条件の差が大きいから

職務に伴う責任の

程度が同じだから

配置の変更の範囲が

同じだから

職務内容の変更の範囲が

同じだから

その他

無回答

対応理由

令和５年度 全体(n=252)

令和元年度 全体(n=238)
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13. 無期転換ルールに関する事項 

13.1. 無期転換ルールの認知度【第66表】 

 

○法改正（無期転換ルール）については、「知っていた」が93.9％、「知らなかった」が4.5％となっている。 

 

13.2. 無期転換ルールへの対応（複数回答可）【第67表】 

 

○無期転換ルールの対応については、「有期労働契約で雇用し、通算5年を超える契約社員から申し込みがあれば

無期労働契約に転換する」が令和元年度調査から 5.9 ポイント増加し 69.4％と最も多く、以下、「有期労働契約

で雇用し、通算 5年を超える前に無期労働契約に転換する」が9.9％、「更新回数や通算勤続年数に上限を設置し、

通算勤続年数を 5年以内とする」が8.3％と続いている。 

※有期労働契約と次の有期労働契約の間に厚生労働省令で定める空白期間があれば、それ以前の有期労働契約は通算されない。  

92.0

93.9

4.0

4.5

4.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年度 全体(n=327)

令和５年度 全体(n=309)

無期転換ルールの認知度

知っていた 知らなかった 無回答

69.4

9.9

8.3

8.3

4.3

0.6

8.3

1.5

63.5

9.8

10.1

13.5

2.6

2.0

4.6

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

有期労働契約で雇用し、通算5年を超える契約社員か

ら申し込みがあれば無期労働契約に転換する

有期労働契約で雇用し、通算5年を超える前に無期労

働契約に転換する

更新回数や通算勤続年数に上限を設置し、通算勤続年

数を5年以内とする

現在検討中

有期労働契約での雇い入れは行わず、全て無期労働契

約により雇用する

クーリング期間※を置き、通算期間をリセットする

その他

無回答

無期転換ルールへの対応

令和５年度 全体(n=324)

令和元年度 全体(n=348)



31 

 

13.3. 契約更新時の通知（無期転換申込権の対象者への通知）【第68表】 

○契約更新時の無期転換申込権対象者への通知については、「する」が 61.7％、「しない」が 34.3％となってい

る。 

 

13.4. 契約更新時の通知（無期転換後の労働条件）【第69表】 

○契約更新時の無期転換後の労働条件通知については、「する」が46.9％、「しない」が48.1％となっている。 

 

14. 無期労働契約に転換する場合の契約内容について 

14.1. 通常の正社員区分への転換【第70表】 

 

○通常の正社員区分への転換については、「転換していない」が41.0％で最も多く、以下、「転換する場合もある」

が37.7％、「転換している」が17.3％と続いている。 

 

61.7 34.3 4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=324)

契約更新時の通知（無期転換対象者通知）

する しない 無回答

46.9 48.1 4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=324)

契約更新時の通知（無期転換後の労働条件）

する しない 無回答

17.3 41.0 37.7 4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=324)

通常の正社員区分への転換

転換している 転換していない 転換する場合もある 無回答
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14.2. 直近の有期労働契約からの労働条件の引き上げ（複数回答可）【第71表】 

○直近の有期労働契約からの労働条件の引き上げについては、「変更なし」が40.8％で最も多く、以下、「賃金を

引き上げている」が40.0％、「休暇や休職制度を改善している」が14.9％と続いている。 

 

14.3. 無期転換時の職務内容の範囲変更【第72表】 

 

○無期転換時の職務内容の範囲変更については、「そのまま」が72.9％で最も多く、以下、「検討中」が15.3％、

「広げる」が10.6％と続いている。 

 

40.0

14.9

7.1

12.9

40.8

8.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

賃金を引き上げている

休暇や休職制度を改善している

労働時間制度（フレックスやテレワーク等の拡大）を

改善している

福利厚生などを充実させている

変更なし

その他

無回答

直近の有期労働契約からの労働条件の引き上げ

令和５年度 全体(n=255)

10.6

4.2

0.4

1.6

72.9

81.3

15.3

13.0

0.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=255)

令和元年度 全体(n=192)

無期転換時の職務内容の範囲変更

広げる 限定する そのまま 検討中 無回答



33 

 

14.4. 無期転換時の配置の範囲変更【第73表】 

 

○無期転換時の配置の範囲変更については、「そのまま」が72.9％で最も多く、以下、「検討中」が15.7％、「広

げる」が10.2％と続いている。 

 

 

14.5. 無期転換社員における定年制の適用状況【第74表】 

 

○無期転換社員における定年制の適用状況については、「対象にする」が67.5％で最も多く、以下、「検討中」が

23.9％、「対象にしない」が 7.8％と続いている。 

10.2

5.7

0.4

2.1

72.9

80.2

15.7

12.0

0.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=255)

令和元年度 全体(n=192)

無期転換時の配置の範囲変更

広げる 限定する そのまま 検討中 無回答

67.5

84.4

7.8

6.3

23.9

8.9

0.8

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 全体(n=255)

令和元年度 全体(n=192)

無期転換社員における定年制の適用状況

対象にする 対象にしない 検討中 無回答
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15. 契約社員の賃金設定【第75表】 

 

○契約社員の賃金設定については、「職務ごとに賃金額を設定している」が32.4％で最も多く、以下、「スキル（技

能）ごとに賃金額を設定している」が28.4％、「ほぼ一律の賃金水準に設定している」が17.3％と続いている。 

 

16. 労働条件に関する事項 

16.1. 就業規則の適用状況【第76～77表】 

 

○契約社員への就業規則の適用状況については、「契約社員用を適用又は準用」が 70.9％で最も多く、以下、「正

社員用を準用」が 24.6％、「その他」が2.3％と続いている。 

○無期転換社員への就業規則の適用状況については、「契約社員用を適用又は準用」が 53.2％で最も多く、以下、

「正社員用を準用」が20.2％、「無期転換社員用を適用」が19.3％と続いている。 

17.3%

32.4%
28.4%

13.6%

5.9%
2.5%

契約社員の賃金設定

ほぼ一律の賃金水準に設定している

職務ごとに賃金額を設定している

スキル（技能）ごとに賃金額を設定している

経験年数ごとに賃金額を設定している

その他

無回答

令和５年度 全体(n=324)

70.9 

53.2 

64.5 

40.3 

24.6 

20.2 

25.4 

21.0 

0.0 

19.3 

0.0 

21.8 

1.0 

0.0 

1.8 

0.0 

2.3 

2.8 

1.8 

4.2 

1.3 

4.6 

6.4 

12.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

就業規則の適用状況

契約社員用を適用又は準用 正社員用を準用

無期転換社員用を適用 就業規則はない

その他 無回答
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16.2. 週の所定労働時間【第78～79表】 

 

○契約社員の週の所定労働時間については、「40時間」が 49.8％で最も多く、以下、「35時間以上 40時間未満」

が33.0％、「30時間未満」が10.0％と続いている。 

○無期転換社員の週の所定労働時間については、「40時間」が49.5％で最も多く、以下、「35時間以上40時間未

満」が32.1％、「30時間未満」が11.9％と続いている。 

 

16.3. 残業の有無【第80～81表】 

 

○契約社員の残業の有無については、「ある」が66.3％、「ない」が30.4％となっている。 

○無期転換社員の残業の有無については、「ある」が73.4％、「ない」が20.2％となっている。 

  

10.0

11.9

1.8

3.4

4.2

0.0

2.8

5.9

33.0

32.1

45.0

47.1

49.8

49.5

41.9

31.1

0.6

0.0

0.0

0.0

2.3

6.4

8.6

12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

週所定労働時間の状況

30時間未満 30時間以上35時間未満 35時間以上40時間未満

40時間 40時間超 無回答

30.4

20.2

22.3

19.3

66.3

73.4

69.1

66.4

3.2

6.4

8.6

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

残業の有無

ない ある 無回答
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（契約社員） 

 

○企業規模別に見ると、「ある」の割合は、「1000人以上」が71.1％で最も高くなっており、以下、「300～499人」

が76.0％、「100～299人」が72.3％、「500～999人」が70.4％と、企業規模が大きいほど割合は高くなっている。 

 

16.4. 残業時間【第82～83表】 

 

○契約社員の残業がある場合の月平均残業時間は10.9時間となっている。「10時間以上20時間未満」が31.7％

で最も多く、以下「1時間以上5時間未満」が22.0％、「5時間以上10時間未満」が21.0％と続いている。 

○無期転換社員の残業がある場合の月平均残業時間は 10.0 時間となっている。「10 時間以上 20 時間未満」が

37.5％で最も多く、以下「1時間以上5時間未満」、「5時間以上10時間未満」が21.3％と続いている。 

 

30.4

77.8

37.6

25.3

24.0

29.6

17.8

66.3

22.2

59.8

72.3

76.0

70.4

71.1

3.2

0.0

2.6

2.4

0.0

0.0

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=309)

29人以下 (n=9)

30～99人 (n=117)

100～299人 (n=83)

300～499人 (n=25)

500～999人 (n=27)

1000人以上 (n=45)

＜企業規模別＞契約社員の残業の有無

ない ある 無回答

0.5

1.3

0.4

0.0

22.0

21.3

20.4

17.7

21.0

21.3

18.1

17.7

31.7

37.5

27.0

38.0

17.1

12.5

17.7

11.4

5.4

3.8

8.4

5.1

2.4

2.5

8.0

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員

(n=205)

令和５年度無期転換社員

(n=80)

令和元年度契約社員

(n=226)

令和元年度無期転換社員

(n=79)

月平均残業時間

1時間未満 1時間以上5時間未満 5時間以上10時間未満

10時間以上20時間未満 20時間以上30時間未満 30時間以上

無回答
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16.5. 賞与の有無【第84～85表】 

 

○契約社員への賞与支給の有無については、「全員に支給」が 46.9％で最も多く、以下、「未支給」が 33.0％、「一

部に支給」が17.2％と続いている。 

○無期転換社員への賞与支給の有無については、「全員に支給」が55.0％で最も多く、以下、「未支給」が24.8％、

「一部に支給」が 12.8％と続いている。 

 

16.6. 賞与の年間平均支給額【第86～87表】 

 

○契約社員の「全員に支給」の場合の年間平均支給額は 45.7万円となっており、「20万円以上 40万円未満」が

22.7％で最も多く、以下、「40万円以上60万円未満」が15.7％、「10万円以上20万円未満」が13.1％と続いて

いる。 

○無期転換社員の「全員に支給」の場合の年間平均支給額は 47万円となっており、「20万円以上 40万円未満」

が40.5％で最も多く、以下、「40万円以上 60万円未満」が16.2％、「100万円以上」が10.8％と続いている。 

 

46.9

55.0

37.6

52.9

17.2

12.8

21.7

11.8

33.0

24.8

32.7

19.3

2.9

7.3

8.0

16.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

賞与支給の有無

全員に支給 一部に支給 未支給 無回答

11.6

9.5

9.3

11.7

13.1

5.4

12.4

7.8

22.7

40.5

19.1

13.0

15.7

16.2

18.6

19.5

5.1

5.4

8.2

10.4

3.5

5.4

6.7

3.9

12.6

10.8

6.2

6.5

15.7

6.8

19.6

27.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=198)

令和５年度無期転換社員(n=74)

令和元年度契約社員(n=194)

令和元年度無期転換社員(n=77)

賞与の年間平均支給額

10万円未満 10万円以上20万円未満 20万円以上40万円未満

40万円以上60万円未満 60万円以上80万円未満 80万円以上100万円未満

100万円以上 無回答
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16.7. 退職金制度の有無【第88～89表】 

 

○契約社員の退職金制度の有無について、「なし」が80.9％、「あり」が17.2％となっている。 

○無期転換社員の退職金制度の有無について、「なし」が 72.5％、「あり」が22.0％となっている。 

 

16.8. 福利厚生制度の状況【第90～91表】 

 

○契約社員の福利厚生制度の状況について、「全員対象」が 75.7％で最も多く、以下、「一部対象」が 19.4％、「対

象外」が3.6％と続いている。 

○無期転換社員の福利厚生制度の状況について、「全員対象」が78.0％で最も多く、以下、「一部対象」が16.5％

となっている。 

17. 正社員と比較した働き方及び待遇 

17.1. 正社員と比較した働き方及び待遇（仕事内容）【第92～93表】 

 

○正社員と比較した契約社員の働き方及び待遇（仕事内容）については、「同じ」が 44.3％で最も多く、以下、

「簡易」が 34.6％、「どちらともいえない」が18.8％と続いている。 

○正社員と比較した無期転換社員の働き方及び待遇（仕事内容）については、「簡易」と「同じ」が39.4％で最も

多く、以下、「どちらともいえない」が18.3％と続いている。 

17.2

22.0

15.6

26.1

80.9

72.5

78.3

63.9

1.9

5.5

6.1

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

退職金制度の有無

あり なし 無回答

75.7

78.0

79.2

77.3

19.4

16.5

11.8

10.1

3.6

0.0

3.1

2.5

1.3

5.5

5.8

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

福利厚生制度の状況

全員対象 一部対象 対象外 無回答

34.6

39.4

34.9

33.6

44.3

39.4

35.8

32.8

1.3

0.0

0.9

1.7

18.8

18.3

23.2

21.8

1.0

2.8

5.2

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

正社員と比較した働き方及び待遇（仕事内容）

簡易 同じ 困難 どちらともいえない 無回答
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17.2. 正社員と比較した働き方及び待遇（仕事量）【第94～95表】 

 

○正社員と比較した契約社員の働き方及び待遇（仕事量）については、「同じ」が 42.7％で最も多く、以下、「少

ない」が36.2％、「どちらともいえない」が 19.1％と続いている。 

○正社員と比較した無期転換社員の働き方及び待遇（仕事量）については、「少ない」が 39.4％で最も多く、以

下、「同じ」が38.5％、「どちらともいえない」が 18.3％と続いている。 

 

 

17.3. 正社員と比較した働き方及び待遇（残業時間）【第96～97表】 

 

○正社員と比較した契約社員の働き方及び待遇（残業時間）については、「少ない」が 52.4％で最も多く、以下、

「同じ」が 34.0％、「どちらともいえない」が11.7％と続いている。 

○正社員と比較した無期転換社員の働き方及び待遇（残業時間）については、「少ない」が 48.6％で最も多く、

以下、「同じ」が 34.9％、「どちらともいえない」が13.8％と続いている。 

  

36.2

39.4

33.3

29.4

42.7

38.5

37.6

37.0

1.0

0.0

0.3

1.7

19.1

18.3

23.5

21.8

1.0

3.7

5.2

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

正社員と比較した働き方及び待遇（仕事量）

少ない 同じ 多い どちらともいえない 無回答

52.4

48.6

52.0

47.1

34.0

34.9

28.1

29.4

0.6

0.0

0.0

0.0

11.7

13.8

14.1

13.4

1.3

2.8

5.8

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

正社員と比較した働き方及び待遇（残業時間）

少ない 同じ 多い どちらともいえない 無回答
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17.4. 正社員と比較した働き方及び待遇（賃金）【第98～99表】 

 

○正社員と比較した契約社員の働き方及び待遇（賃金）については、「低い」が 37.2％で最も多く、以下、「同じ」

が28.8％、「どちらともいえない」が25.2％と続いている。 

○正社員と比較した無期転換社員の働き方及び待遇（賃金）については、「低い」が 41.3％で最も多く、以下、

「同じ」が 27.5％、「どちらともいえない」が25.7％と続いている。 

 

 

37.2

41.3

40.7

39.5

28.8

27.5

22.3

22.7

7.8

2.8

6.7

1.7

25.2

25.7

24.8

26.1

1.0

2.8

5.5

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度契約社員(n=309)

令和５年度無期転換社員(n=109)

令和元年度契約社員(n=327)

令和元年度無期転換社員(n=119)

正社員と比較した働き方及び待遇（賃金）

低い 同じ 高い どちらともいえない 無回答



41 

 

18. 契約社員及び無期転換社員の人数・平均年収 

18.1. 契約社員及び無期転換社員の人数（業務内容別）【第100～103表】 

 

○契約社員の事業内容別の人数は「専門的・技術的業務」が 31.5％で最も多く、以下、「サービス業務」が15.2％、

「事務的業務」が 14.5％、「運搬・清掃・包装等業務」が 11.2％と続いている。 

○無期転換社員の事業内容別の人数は「サービス業」が 30.9％で最も多く、以下、「事務的業務」が17.7％、「専

門的・技術的業務」が16.2％、「その他」が 8.8％と続いている。 

 

2.6

31.5

14.5

5.7

15.2

8.4

1.2

3.6

0.6

11.2

5.5

0.5

16.2

17.7

8.5

30.9

1.3

3.2

6.3

0.0

6.6

8.8

2.7

21.2

25.0

18.3

12.6

6.3

2.4

1.1

1.4

3.8

5.1

1.4

15.6

39.1

23.4

8.7

1.8

2.9

0.4

0.0

4.0

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

管理的業務

専門的・技術的業務

事務的業務

販売業務

サービス業務

保安業務

生産工程業務

輸送・機械運転業務

建設・採掘業務

運搬・清掃・包装等業務

その他

契約社員及び無期転換社員の業務内容別の人数

令和５年度契約社員(n=4,506)

令和５年度無期転換社員(n=920)

令和元年度契約社員(n=5,696)

令和元年度無期転換社員(n=1,068)
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18.2. 契約社員及び無期転換社員の平均年収（業務内容別）【第100～103表】 

 

○契約社員の平均年収は全業務内容平均で 346.6万円となっている。 

○業務内容別の平均年収（業務内容別に事業所が記入した平均年収の単純平均）を見ると、「管理的業務」が470.6

万円で最も高く、以下、「専門的・技術的業務」が469.5万円、「販売業務」が386.9万円と続いている。 

 

○無期転換社員の平均年収は全業務内容平均で345.4万円となっている。 

○業務内容別の平均年収（業務内容別に事業所が記入した平均年収の単純平均）を見ると、「専門的・技術的業務」

が419.3万円で最も高く、以下、「管理的業務」が 407.0万円、「生産工程業務」が 400.9万円と続いている。 

346.6

470.6

469.5

313.0

386.9

331.7

307.6

317.0

298.0

371.3

271.5

275.4

345.4

407.0

419.3

322.8

326.6

299.4

372.6

400.9

349.5

0.0

337.7

218.0

363.0

647.9

438.4

320.2

386.5

265.2

250.3

266.5

254.2

245.0

240.2

288.9

323.3

384.5

400.1

334.6

455.9

319.5

140.0

195.4

153.7

0.0

220.3

285.4

0万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

全体

管理的業務

専門的・技術的業務

事務的業務

販売業務

サービス業務

保安業務

生産工程業務

輸送・機械運転業務

建設・採掘業務

運搬・清掃・包装等業務

その他

契約社員及び無期転換社員の業務内容別平均年収

令和５年度契約社員(n=4,506)

令和５年度無期転換社員(n=920)

令和元年度契約社員(n=5,696)

令和元年度無期転換社員(n=1,068)
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19. 有期雇用労働者を活用するメリット（2つまで回答可） 

19.1. 契約社員を活用するメリット【第104表】 

 

○契約社員を活用するメリットは、「仕事量の変化への即応」が 31.3％で最も多く、以下、「一時的欠員の補充」

が23.1％、「わからない」が18.5％と続いている。 

10.2

31.3

23.1

14.9

10.0

6.8

11.5

5.4

18.5

11.0

8.9

26.0

18.9

16.2

6.1

8.0

12.7

5.9

9.3

24.5

0% 10% 20% 30% 40%

自社従業員数の抑制

仕事量の変化への即応

一時的欠員の補充

自社で養成できない労働者の確保

社内の活性化

賃金・福利厚生費の減少

高年齢者雇用継続制度への対応

その他

わからない

無回答

契約社員を活用するメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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19.2. 有期パートタイマーを活用するメリット【第105表】 

 

○有期パートタイマーを活用するメリットは、「仕事量の変化への即応」が40.5％で最も多く、以下、「一時的欠

員の補充」が35.3％、「わからない」が15.7％と続いている。 

9.9

40.5

35.3

4.6

4.9

12.2

10.7

4.3

15.7

9.5

8.6

37.6

34.4

5.3

2.1

15.5

6.4

3.7

9.1

19.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社従業員数の抑制

仕事量の変化への即応

一時的欠員の補充

自社で養成できない労働者の確保

社内の活性化

賃金・福利厚生費の減少

高年齢者雇用継続制度への対応

その他

わからない

無回答

有期パートタイマーを活用するメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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19.3. 嘱託社員を活用するメリット【第106表】 

 

○嘱託社員を活用するメリットは、「高年齢者雇用継続制度への対応」が46.6％で最も多く、以下、「わからない」

が19.9％、「仕事量の変化への即応」が12.2％と続いている。 

4.7

12.2

8.2

12.0

5.3

6.0

46.6

5.1

19.9

11.5

3.7

9.3

6.9

10.7

2.2

4.4

51.7

2.9

8.0

25.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自社従業員数の抑制

仕事量の変化への即応

一時的欠員の補充

自社で養成できない労働者の確保

社内の活性化

賃金・福利厚生費の減少

高年齢者雇用継続制度への対応

その他

わからない

無回答

嘱託社員を活用するメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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19.4. 派遣労働者を活用するメリット【第107表】 

 

○派遣労働者を活用するメリットは、「一時的欠員の補充」が50.1％で最も多く、以下、「仕事量の変化への即応」

が34.4％、「わからない」が18.6％と続いている。 

8.8

34.4

50.1

13.9

2.5

2.6

1.4

3.5

18.6

11.7

7.3

31.0

45.5

14.0

0.8

3.0

1.1

1.2

7.6

27.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自社従業員数の抑制

仕事量の変化への即応

一時的欠員の補充

自社で養成できない労働者の確保

社内の活性化

賃金・福利厚生費の減少

高年齢者雇用継続制度への対応

その他

わからない

無回答

派遣労働者を活用するメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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20. 有期雇用労働者を活用するデメリット（2つまで回答可） 

20.1. 契約社員を活用するデメリット【第108表】 

 

○契約社員を活用するデメリットは、「わからない」が 21.3％で最も多く、以下、「継続的人材確保の困難」が

20.3％、「労働者の質のばらつき」が19.7％と続いている。 

 

19.5

19.7

20.3

5.8

7.9

15.6

3.3

13.8

3.8

21.3

11.5

20.1

16.2

18.1

4.8

5.0

13.8

4.4

12.4

1.5

12.0

25.3

0% 10% 20% 30%

人事管理の繁雑さ

労働者の質のばらつき

継続的人材確保の困難

情報漏えいリスク等の増加

コストの増大

労働者の責任感の不足

労使間のトラブルの増加

技術伝承・ノウハウ蓄積の困難さ

その他

わからない

無回答

契約社員を活用するデメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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20.2. 有期パートタイマーを活用するデメリット【第109表】 

 

○有期パートタイマーを活用するデメリットは、「労働者の質のばらつき」が27.3％で最も多く、以下、「人事管

理の繁雑さ」が22.5％、「継続的人材確保の困難」が21.0％と続いている。 

22.5

27.3

21.0

6.8

3.3

20.0

2.6

12.5

3.3

18.5

9.6

22.1

23.1

17.8

7.2

2.4

19.8

2.4

10.8

1.4

10.7

21.3

0% 10% 20% 30%

人事管理の繁雑さ

労働者の質のばらつき

継続的人材確保の困難

情報漏えいリスク等の増加

コストの増大

労働者の責任感の不足

労使間のトラブルの増加

技術伝承・ノウハウ蓄積の困難さ

その他

わからない

無回答

有期パートタイマーを活用するデメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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20.3. 嘱託社員を活用するデメリット【第110表】 

 

○嘱託社員を活用するデメリットは、「わからない」が29.3％で最も多く、以下、「人事管理の繁雑さ」が15.9％、

「継続的人材確保の困難」が13.8％と続いている。 

15.9

13.6

13.8

2.5

6.1

11.8

2.8

9.5

4.7

29.3

14.9

12.3

8.9

10.9

3.3

4.6

10.9

1.5

11.6

1.9

18.4

33.7

0% 10% 20% 30% 40%

人事管理の繁雑さ

労働者の質のばらつき

継続的人材確保の困難

情報漏えいリスク等の増加

コストの増大

労働者の責任感の不足

労使間のトラブルの増加

技術伝承・ノウハウ蓄積の困難さ

その他

わからない

無回答

嘱託社員を活用するデメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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20.4. 派遣労働者を活用するデメリット【第111表】 

 

○派遣労働者を活用するデメリットは、「労働者の質のばらつき」が 26.4％で最も多く、以下、「コストの増大」

が21.0％、「わからない」が18.9％と続いている。 

  

10.8

26.4

18.2

10.2

21.0

12.7

3.2

12.5

2.6

18.9

12.5

8.4

24.1

13.1

10.9

19.5

11.9

1.4

10.0

0.8

10.0

28.9

0% 10% 20% 30% 40%

人事管理の繁雑さ

労働者の質のばらつき

継続的人材確保の困難

情報漏えいリスク等の増加

コストの増大

労働者の責任感の不足

労使間のトラブルの増加

技術伝承・ノウハウ蓄積の困難さ

その他

わからない

無回答

派遣労働者を活用するデメリット

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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21. 今後の従業員の雇用計画【第112～119表】 

 

21.1. 正社員の雇用計画【第112表】 

○正社員の雇用計画は、「増やす」が 59.7％で最も多く、以下、「現状維持」が 26.3％、「わからない」が 6.0％

と続いている。 

21.2. 契約社員の雇用計画【第113表】 

○契約社員の雇用計画は、「現状維持」が35.9％で最も多く、以下、「わからない」が 23.8％、「増やす」が10.0％

と続いている。 

21.3. 無期転換社員の雇用計画【第114表】 

○無期転換社員の雇用計画は、「わからない」が31.7％で最も多く、以下、「現状維持」が 24.9％、「増やす」が

4.9％と続いている。 

21.4. 有期パートタイマーの雇用計画【第115表】 

○有期パートタイマーの雇用計画は、「現状維持」が32.0％で最も多く、以下、「わからない」が20.6％、「増や

す」が15.0％と続いている。 

21.5. 無期パートタイマーの雇用計画【第116表】 

○無期パートタイマーの雇用計画は、「現状維持」が26.7％で最も多く、以下、「わからない」が26.3％、「増や

す」が9.3％と続いている。 

21.6. 嘱託社員の雇用計画【第117表】 

○嘱託社員の雇用計画は、「現状維持」が32.7％で最も多く、以下、「わからない」が 22.9％、「増やす」が10.7％

と続いている。 

21.7. 派遣労働者の雇用計画【第118表】 

○派遣労働者の雇用計画は、「現状維持」が 28.1％で最も多く、「わからない」が 25.9％、「減らす」が 9.9％と

続いている。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度 正社員 （n=719）

令和元年度 正社員 （n=723）

令和５年度 契約社員 （n=719）

令和元年度 契約社員 （n=723）

令和５年度 無期転換社員 （n=719）

令和元年度 無期転換社員 （n=723）

令和５年度 有期パートタイマー （n=719）

令和元年度 有期パートタイマー （n=723）

令和５年度 無期パートタイマー （n=719）

令和元年度 無期パートタイマー （n=723）

令和５年度 嘱託社員 （n=719）

令和元年度 嘱託社員 （n=723）

令和５年度 派遣労働者 （n=719）

令和元年度 派遣労働者 （n=723）

令和５年度 その他 （n=719）

令和元年度 その他 （n=723）

今後の従業員の雇用計画

増やす 現状維持 減らす わからない 無回答
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22. 従業員への要望（3つまで回答可）【第120表】 

 

○従業員への要望は、「仕事への責任を持つ」が 70.9％で最も多く、以下、「技術等のレベルアップを図る」が

62.9％、「長期の勤続」が53.8％と続いている。 

 

23. 自由意見 

○有期雇用に関して 

・ここ数年消費財値上げへの影響を踏まえて、当社では契約社員にも一律でベースアップを行ったが、今後、優

秀な有期雇用職員を確保するためにも、正社員への登用や有期雇用職員の賃上げを積極的に行っていくべきであ

ると考える。（運輸業 500～999人） 

・弊社の業務的に深夜勤務（ガテン系）がメインとなるため、他業種他業界に比べ、高齢化社会において有期雇

用では人材確保が難しく、現状、雇用形態として念頭においていない。有期雇用者を雇用すれば、人材の入れ替

えにより活性化につながる可能性はあるが、業界全体的に人材不足が広がっているため、人材を確保し長期育成

することが優先である。（卸売・小売業 30～99人） 

・採用試験の結果により、契約（有期雇用）社員として採用する場合があるが、大抵の場合は1～2年のうちに正

社員登用しており、現在、契約（有期雇用）社員はいない。（情報通信業 100～299人） 

 

○無期転換に関して 

・契約社員でもモチベーションが高く、会社に貢献しようとしている人材については、5 年未満でも正社員へ転

換しているが、単に生活のためや最低限の就労だけをしたいという人材については、無期転換にとどめている。

また有期パートの人でも、やる気のある人には契約社員や正社員の道も促しているが、週5日働きたくないとい

う意見や、責任を持ちたくないという意見もあるので、多様性に対応していく必要がある。（卸売・小売業 30～

99人） 

・無期転換後に定年を迎え再雇用となるケースの他社事例がほぼなく、有期雇用は制度として様々なケースが存

在すると考えるので代表的な事例を開示いただけると有難い。（卸売・小売業 1000人以上） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

仕事への責任を持つ

技術等のレベルアップを図る

長期の勤続

職場における協調性を身につける

礼儀正しいマナーを身につける

その他

無回答

従業員への要望

令和５年度 全体(n=719)

令和元年度 全体(n=723)
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○均等・均衡待遇及び正社員転換について 

・最初から正社員と同じ条件で頑張って採用しても、正社員転換助成金の対象になるためには 3％の賃金ＵＰが

条件である。だったら最初から有期雇用の人の賃金を下げて採用した方がいいとなる。そこが矛盾している。最

初からいい待遇を提示している会社にこそ助成金を出してほしい。（情報通信業 30～99人） 

・有期雇用から優秀な方を正社員転換をしているが、配置転換や転勤が困難な人材が多く、ローテーション人

事によるスキルアップができない。（製造業 300～499人） 

・幸い、職場を乱す方もおらず、前向きに勤務される方が多い。子育てが落ちついた４０代で正規職を目指す

パートさんが多い。（医療、福祉 30～99人） 

 

○高齢者の雇用に関して 

・弊社が有期雇用を取り入れているのは、高齢者（現在は 80代まで）雇用促進と活用のため。元気な方は労働

力を期待するが体調もある中で無期にするのは互いにリスキーである。よって年に 1度の体調面含め確認の機会

として有期雇用を取り入れている。仕事量の増減によって雇用切りをするためではない。むしろなるべく元気に

働いてほしい考えである。（サービス業 300～499人） 

・新型コロナウイルスの影響で 70歳以上の雇い止めを行った。（建設業 29人以下） 

 

○行政への要望 

・創立30年の会社で、まだ定年再雇用などもなく、正社員と親会社からの出向社員で問題が無い状況である。

業界（出版関連）や親会社のお陰か、コロナについても大きな影響は無く正規雇用重視の会社運営が出来てい

る。特にアンケートの主旨にそった意見はない。ただ、この様なアンケートが各省庁から多発しているが、有効

活用されている結果のフィードバックも頂ければと願っている。強制・負担だけあって、企業側に利が無いのが

現状である。（情報通信業 30～99人） 

・労働契約の流動化について、もう少し柔軟な方向にしてほしい（労働契約の中途解約等）。（サービス業 

1000人以上） 

・政府の「ワークシェア」政策で「専門職（スペシャリスト）」は日本の風土には馴染まず、ヨーロッパ型の

「相互扶助」及び「技術伝承」という考えが馴染むと考えている。「専門職化」を進めていくことにより雇用止

等が増えると思料する。（教育、学習支援業 100～299人） 

 

○その他 

・コロナ禍が回避しホテルの稼働も上昇して来たが、従業員が以前の数値に戻る気配が見られず、採用募集で

時間給をｕｐしても追いつかない状況である。（その他 1000人以上） 

・受注量について年間でムラがありすぎる為、繁忙期と閑散期で必要な人員数が大きく異なる。若い将来性の

ある契約社員も日給月給のため安定した職場を求め閑散期に離職してしまう。（サービス業 100～299人） 

・最低賃金の上昇による人件費コストの大幅な増大が経営環境を圧迫している。もはや非正規である必要性も

なくなっている。（医療、福祉 100～299人） 

  


